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第２回委員会における主な質問・意見に対する対応 
 
１. 前提条件に対する考え方 

 利用者や採算性の前提条件となる都市内全体の移動量や利用者数は，人口の変化や開発動向を踏まえ

設定している。 
 

（１） 将来ＯＤの設定について  

 ・需要予測に使用した OD については，将来の開発状況を考慮し 3 ケースを設定しているが，本検討

における需要予測の前提条件では将来 OD のうちケース③を設定している。 
※ OD：ある地域からある地域へ移動する交通量をいう。 

 
表１ 将来ＯＤの設定 

ケース 開発条件 
人口比率 

 (パーソントリップ調査 
の全域) 

① 現況 
(H14) 

平成 14 年度調査結果 
106.3 万人 

(1.000) 

② 低位 
(H27) 

開発計画は新潟明訓高校と市民病院の移転のみ 

108.2 万人 
(1.018) 

③ 中位 
(H27) 

・パーソントリップ調査で考慮されている開発計画は概ね考慮 

④ 高位 
(H27) 

パーソントリップ調査で考慮されている開発計画は全て考慮 

※ パーソントリップ調査の対象圏域は，新潟市，新発田市，五泉市，聖籠町，胎内市を含む圏域からなる 
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図 1  現況および将来の人の移動（発生集中量）の変化 （）内は伸び率 

参考資料２ 

(低位) 



- 2 - 

（２） 新たな交通システム導入における採算ラインと利用者数について 

・採算性を満たすための利用者数については，年間の維持管理費を賄うために必要な運賃収入とそれ

を得るために必要な利用者数(採算ライン利用者数)を求め，需要予測の結果と比較した。 
・BRT は採算ラインより需要予測の結果が上回り，採算性が見込めるが，LRT の場合は採算性が見込

める場合もあり，小型モノレールはどの場合でも採算性が見込めず，利用者を確保するような工夫

が必要となる。 
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図２  将来需要予測における利用者数と採算ライン 

【現行運賃(初乗 200 円)の場合】 （ ）内は伸び率 
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図３  （参考）将来需要予測における利用者数と採算ライン 

【政策運賃(初乗 100 円)の場合】 （ ）内は伸び率

BRT は採算ラインの利用者数

に比べ，需要予測結果の利用

者数が高く，採算性が見込める

ＬＲＴは採算ラインの利用者数

に比べ，需要予測結果の利用

者数が上回るケースがあり，運

営の工夫で採算性が確保でき

る可能性がある 

小型モノレールは採算ラインの

利用者数に比べ，需要予測結

果の利用者数が下回り，採算

性の確保は難しい 
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２．新たな交通システム導入による経済効果 

 新たな交通システムの導入効果については，「鉄道プロジェクトの評価手法マニュアル 2005」を参考として，まちづくりやシステムの性能の評価指標に

よる「市民生活に与える影響」と「地域経済に与える影響」について整理した。 
 

地域経済に与える影響
（まちなか活性化・企業立地の促進・交流人口の増加）

市民生活に与える影響（生活利便性の向上）Ⅰ まちづくりに関する視点

新たな交通システム

の導入

（１）まちのイメージへの寄与

（２）自動車利用者等への

影響

（３）環境負荷の低減

（４）需要変化への対応

（５）バリアフリー対応

Ⅱ システムの性能に関する視点

（６）定時性確保

（７）停留所までのアクセス

（８）速達性向上

（９）乗換のしやすさ
（連続性確保)

（10）新潟市の気候への配慮

（11）わかりやすさ

基幹軸沿線や都心アクセス軸

沿線の定住人口増加

コンパクトな

まちづくりの実現

自家用車からの転換による

CO2排出量削減

高齢者をはじめとした

外出機会の創出

健康増進，まちなか活性化沿線の生活の質向上

通勤・通学が便利 交通事故の減少

商圏の拡大

まちなかの

商業施設立地増加

基幹軸沿線や都心アクセス軸

沿線の就業・定住人口増加

企業立地による

経済活動の活性化

交流人口の拡大

まちなか活性化

商業ポテンシャルの増加

 

図４ 新たな交通システムの評価項目と想定される経済効果（イメージ） 


